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１．緒言
近年、環境や安全、衛生に対する社会的な関心は高ま
っており、例えば化学系・物質系の分野では日本化学会
が積極的に環境・安全・衛生面への提言及び報告を行っ
ている１）－４）。環境・安全・衛生については、高専や大
学等の教育・研究機関においても適切な施策を講ずるこ
とが求められており、群馬高専（以下、本校と記す）で
は、平成16年度からの独立行政法人化に伴う労働安全衛
生法の施行とその規定に従い、平成16年３月には局所排
気装置であるドラフト装置の増設工事等が実施され、施
設設備面での改善・充実が図られた。筆者らは、このよ
うな労働安全衛生法への対応と併せて、従前より薬品の
管理や廃液の処理業務を執り行ってきた。本報では、こ
れら環境・安全・衛生に関する物質工学系における現況
と他高専・大学の取り組みを報告すると共に、環境・安
全・衛生面への適正な対応のために実施すべき課題等に
ついて検証を行った。
２．環境・安全・衛生への取り組み
薬品や廃液等の適正な管理と安全衛生への対応が求め
られている中、本校においても、従前より教職員による
環境・安全・衛生への取り組みが実施されており、様々
な報告が行われている５）－８）。これらを踏まえて、環
境・安全・衛生への対応状況を（１）薬品管理、（２）
廃液処理、（３）資格、（４）安全衛生の４点について詳
述する。
２.１　薬品管理
実験及び研究等で使用される薬品は、平成10年８月に
施行された“群馬工業高等専門学校における毒物及び劇
物取扱要領”に従い、適正に管理されている９）。この規
則施行以前にも薬品は薬品庫に保管する措置をとってい
たが、（１）毒物及び劇物の使用簿が作成されていない、
（２）在庫量が不明である、（３）10年以上不使用の毒劇
物がある、（４）一般薬品と毒劇物を区別せずに保管し
ている等、毒物及び劇物の管理上の問題が指摘された。
このような状況を解消するために、現存する在庫薬品の
種類並びに在庫量の確認を行い、不用な薬品は廃棄した。
特に有害な毒物は、一ケ所にまとめて別棟の薬品庫での
特別管理を実施した。そして、新規に薬品庫が購入・整
備され、前記の“毒物及び劇物取扱要領”が定められた。
整備された薬品庫をFig.1に示す。薬品庫は金属製で施
錠できるようになっており、劇物が保管されている場所
は「劇物」の表示がされている。
劇物を使用する際は、使用簿に使用年月日、使用量、
在庫量等を記入しなければならない旨、定められている。
この使用簿によって、劇物の使用量や在庫量を把握する
ことができる。そして、薬品の管理については、年１回
総務課による監査が実施され、問題点や是正すべき点、
改善すべき点が指摘される。また、劇物以外の一般薬品
についても、無断持ち出しや転倒による容器破損の防止
のため、その多くは施錠できる薬品庫に保管されている。
今後とも関連規則に従って適正に薬品管理業務を実施
すると共に、さらに安全性を高めるために不用薬品の廃
棄や保管薬品の減量化を推進する等の取り組みが必要で
ある。
２.２　廃液処理
本校の開校当初、廃液処理は群馬大学工学部に設置さ
れていた廃液処理設備で処理することを前提に、各研究
室並びに実験室において分別回収を実施して群馬大学に
処理を依頼することとしていた。このように処理を依頼
する場合は、処理費用が高額になると共に、廃液収集容
器中に含まれる成分の分析等を行う必要があり、多くの
時間と労力が必要であった。そこで校内での自前処理を
目的として、委員会（旧環境安全委員会廃液処理専門部
会）が設置され、昭和51年に廃水処理施設が竣工した。
昭和53年には化学工業廃物公害実験室が設置され、会計
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課施設係の管理のもと、井野等により廃液処理装置とし
て無機系重金属廃液処理装置（アルカリ沈殿装置）が設
計製作された。この処理装置は昭和55年に完成し、翌56
年から運転を開始した。この装置は主に夏季休業期間中
に廃液を処理していたほか、高学年の学生実験テーマの
一つとしても利用され、アルカリ沈殿の理論や処理技術、
分析方法等の学習、化学工学、環境工学並びに分析化学
の実践教育として有効であった10）。しかし、近年の廃液
処理環境の変化、処理装置の老朽化や分析機器の性能低
下等の理由により、平成11年度から校内での廃液の自前
処理を止めて、全ての廃液処理を業者委託としている。
本校から排出される排水及び廃液は、一日あたり約
150m3である。一般に校内からの生活排水や洗浄水、冷
却水等を排水と呼び、実験廃液や機械の切削廃油、潤滑
廃油、電気の絶縁廃油等を廃液と呼んでいる。現在、廃
液処理は各実験室等において所定の廃液用タンクに分類
して貯留した後、それらを廃液処理施設を改修した貯蔵
施設で管理保管している。廃液用タンクの写真をFig.2
に、貯蔵施設の写真をFig.3に示す。貯蔵施設に搬入さ
れた廃液は、標記された分類種別と内容物との照合、固
形物や沈殿物の有無の確認、pHの測定等の作業を実施
し、年に一度、廃液処理業者に処理を依頼する８）。
廃液処理に関する課題として、（１）廃液の減容化、
（２）廃液タンクのラベル標記と内容物との相違、（３）
固形物の混入、（４）分類種別の種類の多さ、の４つが
挙げられる。（１）及び（２）の課題については、廃液
の排出者自身の意識や自覚を高めるためのさらなる啓
蒙・啓発活動が必要であろう。毎年、薬品を扱う教職員
並びに学生を対象に環境保全委員会（旧廃液処理専門部
会）が廃液の分類及び回収方法について、「廃液分類一
覧表」と「洗浄の仕方」の資料をもとに講習会を実施し
ている。また、物質工学科では化学系実験の講義で実験
上の安全と廃液処理について担当教員が説明すると共
に、実験室で廃液の捨て方と洗浄の仕方を実際に演示し
て説明を行う。これらの講習会の実施や説明を徹底する
ことにより課題解決がなされるのではないかと思われ
る。（３）の廃液用タンクへの固形物の混入については、
廃液をタンクに入れる前にろ過操作を行って廃液と固形
物とを分別することの徹底が求められる。もう一つの問
題が機械系実習工場から排出される切削油中に含まれる
金属片である。細かいフルイを利用してろ過をしている
が、それでも細かい金属屑は残ってしまうため、良い方
法を模索している。そして、（４）の分類種別の多さに
ついては、種別の多さに伴って実験室等に設置する廃液
タンク数が多くなり、間違って異なるタンクに廃液を捨
ててしまう等の問題が発生する恐れがある。今後、処理
業者の意見や各種規制等を参考にして環境保全委員会や
施設管理係と協議を行い見直しを検討したい。
廃液処理に関しては、種々の法律や規制の遵守が必須
である。昨今の社会全体の環境意識の高まりもあり、今
後さらに厳しく高度化することが予想されることから、
安全性や効率性、作業性等を十分に考慮した上で適切に
廃液の分別、回収を実施することが求められる。そして、
廃液処理担当者だけでなく排出者各自が廃液処理の趣旨
を理解して自覚をもって規約を守り、定められた処理法
を実践することが必要である。
２.３　資格
独立行政法人化以前は、消防法で規制された危険物の
管理のために、資格取得者として危険物取扱者（甲種）
を一名任命すれば良かったが、法人化後は、労働安全衛
生法や労働基準法等の規制により、環境、安全、衛生の
面で多種の資格所持が必要となった。物質工学科系内で
取得した資格としては、Table 1に示すように、作業主
任者（特定化学物質等作業主任者、有機溶剤作業主任者、
石綿作業主任者、エックス線作業主任者）、衛生管理者
（第一種、第二種）、危険物取扱者（甲種、乙四種）、特
別管理産業廃棄物管理責任者等がある。
労働安全衛生法の定めるところによると、本校は業種
的には「その他の業種」となるために、衛生管理者は第
Fig.2 廃液用タンク
Fig.3 廃液貯蔵施設
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二種の取得者を、また、従業員数も500人未満のため２
名の衛生管理者を選任すれば良いことになっている。し
かし、職務内容として化学薬品等の有害物質を取り扱う
作業を行い、実験室や研究室の数も多いので、ある程度
の法的知識を備えた人員（第一種衛生管理者）を幾人か
確保する必要があると思われる。そのため、法的に必要
とされる最小限度の資格取得者だけではなく、多くの教
職員が多種多様な資格を取得することが求められる。こ
のような有資格者の確保によって、良好な環境に適応し
た、より安全で衛生的な実験室や研究室を確立し、本校
における今日的な環境教育の充実に寄与できるのではな
いかと考えられる。
２.４　安全衛生
本校での安全衛生の取り組みは、独立行政法人化以降
に本格的に動き出し、衛生管理者等の資格取得の推進、
実験室や研究室におけるドラフト装置の設置等が進めら
れた。実験や研究を行う際、有害なガスが発生する実験
ではドラフト装置内で作業する必要があり、法人化前に
学生実験室のドラフト装置の増設工事が実施された
（Fig.4）。また、万が一、眼に薬品が入った場合には直
ちに眼を洗浄できるように洗眼装置を設置しておくこと
が必要であり、薬品が着衣に大量に付着した場合には緊
急シャワー（Fig.5）の使用が有効である11）。
ドラフト装置や緊急シャワー等の設備は、日常の点検
と維持管理が必要である。例えば、ドラフト装置に関し
Table １　物質工学科系内の取得資格及び必要と考えられる資格  
 資　格　名 取得者（取得年度）兼務教員を含む   
 危険物取扱者（甲種） 職員１名（H17） 教員２名（H17/18）
 危険物取扱者（乙四種） 職員１名（H16）
 特定化学物質等作業主任者 職員１名（H17） 教員３名（H15/17）
 有機溶剤作業主任者 職員１名（H17） 教員３名（H15/17/18）
 石綿作業主任者 　 教員１名（H17）
 エックス線作業主任者 職員１名（S63） 教員１名（H15）
 衛生管理者（第一種） 職員１名（H19）
 衛生管理者（第二種） 職員１名（H16）
 特別管理産業廃棄物管理責任者 職員１名（H16）
 作業環境測定士
 衛生工学衛生管理者 　
 公害防止管理者 　
 計量士
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る
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Fig.4 ドラフト装置
Fig.5 緊急シャワー
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ては、風速測定、装置の腐食や損傷の有無、作動状態等
を点検用紙の調査項目に従って定期的に点検を実施して
いる（Fig.6）。また、衛生管理者による校内の巡視項目
を記したチェック用リストもあり（Fig.7）、安全衛生管
理の改善指導に対応している。
法人化に伴い一般の事業所と同様に労働安全衛生法が
適用されるものの、本校の実験室及び研究室での薬品取
扱い量は多くなく、安全衛生に配慮した設備施設等も整
えられてきたことから、安全な作業環境が保たれている
と考えられる。今後とも安全で快適な教育研究環境を維
Fig.6 保守点検報告書（ドラフト点検用紙）
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Fig.7 衛生管理者巡視項目チェックリスト一例（化学・実験系）
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持できるよう、安全調査や衛生管理の活動を継続的に実
施していく必要がある。
安全衛生環境の保持と共に、実験室及び研究室で作業
する際には実験者自身が安全確保のための取り組みを実
践することが必要である。具体的には、実験を行う際に
は白衣を着ること、安全メガネを着用すること等である。
安全メガネに関しては赤羽による報告があり、突発的な
事故から眼を保護するために実験をしている時はもちろ
んのこと、実験室にいる限りは安全メガネを着用すべき
としている５）,６）。そして、実験室の入口に安全メガネ着
用を促す掲示を貼付することにより、「常に安全メガネ
をかける」という雰囲気を作ることが大切と述べている。
また、薬品等が直接手に触れることがないよう、安全の
為に手袋を着用して実験を行うことが望ましい。
３．他高専及び大学の対応と今後の課題
前記の通り、労働安全衛生法に対応するために本校に
おいてもドラフト装置や緊急シャワー、洗眼装置の設置
等の設備施設面での改善と充実が図られている。労働安
全衛生法の考えに従い、環境・安全・衛生面に配慮した
作業環境で研究や実験・実習等を実施するためには、設
備施設面といったハードの充実と共に、適正な管理運営
体制の構築や関係者の安全衛生意識の向上といったソフ
トの充実・整備も欠かせない。本項では、環境・安全・
衛生面への対応におけるハードとソフト両面の改善並び
に充実という観点から、他高専及び大学における取り組
みを報告すると共に、今後の課題について検証を行っ
た。
３.１　他高専及び大学における環境・安全・衛生への
対応事例
本校と同様に多くの高専や大学においても、特に法人
化以後に環境・安全・衛生に関する取り組みが活発にな
った。これらの取り組みの成果は、高専や大学の技術職
員が多数参加する「機器・分析技術研究会」や「大学等
環境安全協議会」等の各種研究会、各高専・大学から発
行される技術報告集・環境報告書等で報告されている。
「機器・分析技術研究会」では、平成17年度から安全
衛生に関するセッションが設けられ、平成17年度には10
大学13件の発表が12）、平成18年度には９大学１高専で12
件の発表があり13）、当該分野への技術職員の積極的な関
わりを示している。
「大学等環境安全協議会」は、独法化後の各大学・高
専が抱える環境・安全・衛生・廃液等の諸問題を協議す
ると共に、実務者連絡会を発足して大学・高専等の技術
職員間の連絡を密にし、情報の共有を行っている。平成
19年には、安全衛生管理技術の向上を目指して各校から
集めた環境・安全・衛生・廃液等についての問題点や改
良点をまとめた事例集を発行した14）。
また、各高専・大学から発行される技術報告集等でも
安全衛生管理への取り組みの事例が数多く報告されてい
るが、ここでは特に化学系・物質系分野に関することと
して「薬品化学物質管理」、「廃液処理」、「作業環境測定」
の三項目について概説する。
「薬品化学物質管理」について：小柴らは不用薬品の
廃棄処理と適正な薬品管理について検証を行った15）。５
年間未使用のものを不用薬品としてリストアップし、
MSDS等のデータに基づいて薬品の物性や危険有害性、
廃棄上の注意点を把握した上で分別処理した。そして、
バーコードを用いた薬品登録管理システムの導入・運用
により適正な薬品管理を実施した事例を報告している。
若杉は、環境安全における管理業務に関しては化学物質
についての知識が不可欠であるという考えから、「環
境・安全管理のための化学物質ガイドブック」を作成・
配付した16）。教職員並びに学生が化学物質に関する知識
を共有し、その知識を学内での環境安全管理に活かすと
いう視点から広範かつ平易な内容で（１）労働安全衛生
法の解説、（２）化学物質の周辺知識、（３）化学物質の
管理に関する法規、（４）化学の基礎知識と物質名索引
の４章から構成されている。そして、教職員だけでなく
学生も含めた環境教育が重要であり、部局や職種を超え
た共通認識のもと、組織横断的で適切な環境安全管理活
動の重要性を説いている。
「廃液処理」について：広島大学では、従来廃液の処
理業務を担当していた中央廃液処理施設を発展的に解消
して、新たに環境安全センターを設立した17）。この環境
安全センターは、廃液の回収処理に加えて廃棄物管理を
含めた環境管理、総合的な環境教育、労働安全衛生法に
対応した安全管理業務や安全衛生教育、作業環境測定、
環境や安全衛生に関する研究等を行っている。そして、
廃液処理に関しては、従来の廃液回収システムが有して
いた課題である（１）廃液の分別、（２）廃液の貯留、
（３）事務手続き、（４）廃液回収方式の４つの問題点を
改善することにより、作業担当者の負担と安全衛生リス
クが低減したこと、容器からの揮発廃液成分による健康
障害リスクが低減したこと等の効果が認められたと報告
している18）。
「作業環境測定」について：実験室や研究室等の教育
研究活動を実施する作業環境の状態を把握し環境改善を
図るために「作業環境測定」が行われる。特定化学物質
や有機溶媒を使用する実験室等では作業環境測定士ある
いは作業環境測定機関による作業環境測定の実施が義務
付けられており、群馬大学並びに茨城高専における作業
環境測定の事前準備の内容と実施結果が報告されてい
る19）－21）。いずれの場合も、業務に必要な有資格者の確
保から対象有害物質を使用保管している実験室等の調
査、測定作業の実施、サンプルの分析と評価に関する実
施事例が詳細に述べられている。そして、作業環境測定
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を実施したことによる改善点として、長期間未使用であ
った薬品の廃棄や必要量以上の薬品備蓄の見直し、使用
する化学薬品を有害性の少ない代替品にする等の措置推
進が指摘されている。
３.２　環境・安全・衛生面への対応における課題
これまでに、本校物質工学系における環境・安全・衛
生面への対応事例と他高専及び大学での取り組みを概説
したが、これらのことを踏まえて、本項では今後検討す
べき課題について述べる。
労働安全衛生法への対応として、これまでにドラフト
装置や緊急シャワー、洗眼装置の設置といった設備施設
面での改善と充実が図られてきたが、このようなハード
面の対応と併せて、ソフト面の環境整備も必要である。
具体的には、学内における管理運営体制の構築、責任体
制の明確化、有資格者の確保、環境・安全・衛生管理マ
ニュアルの作成、環境・安全・衛生に関する教育や周知
啓発活動等である１），22）。このように、設備施設面の改善
だけに目を向けるのではなく、整備されたハードを有効
に活かすソフトの充実が必須である。さらに、ハード及
びソフト両面の整備・充実を踏まえて、適正な作業環境
を確保し、身体の安全及び健康を管理することを目指す
包括的な環境・安全・衛生面への対応が求められる
（Fig.8）。作業環境に関しては、ドラフト装置の保守点
検調査や、特化則及び有機則に該当する薬品の使用状況
に基づいて実験室や研究室での作業環境測定が実施され
ており、さらに身体の安全及び健康に関しては、特別健
康診断の実施が定められている。作業環境測定と特別健
康診断を実施した後は、Fig.8に示したようにこれらの
結果をフィードバックして、ハード及びソフト面のさら
なる充実・改善のために役立てることが重要である。ま
た、薬品管理や廃液処理、ドラフト保守点検調査、作業
環境測定、特別健康診断等は、各々個別に対応するので
はなく、これらを環境・安全・衛生面への対応という大
局的な視点のもと、組織的に円滑な対応ができるように
環境を整えることも必要である。そして、これらの事項
の対応に伴う種々の作業が、関係者にとって著しく負担
になるようでは本末転倒であり、合理的かつ効率的な手
法で適正な対応ができるような仕組み作りが求められ
る。
ソフト面の充実・改善は、組織的な管理運営体制を整
備することだけではなく、環境・安全・衛生に係わる関
係者の意識向上や、そのための教育及び啓発活動も重要
である。実験室や研究室において環境の改善を訴えても、
「実験室だから臭いのは当たり前」という古い考えのも
と、適切な対応をしない場合がある。このように、環
境・安全・衛生面に係わる関係者の間には意識格差があ
り、一部には安全衛生への認識が低い状況にあるように
も思われる。また、学生は労働安全衛生法の適用はされ
ないものの研究活動を担う一員でもあり、学生への環
境・安全・衛生に関する指導と教育は不可欠であると言
われている１）。このようなことからも環境・安全・衛生
に関する教育と啓発活動が必要なのは明らかである。物
質工学科では、以前より実験上の安全や廃液の適正な処
理等について資料７），23）を用いて指導を行ってきたが、
これら従前からの安全や事故防止のための教育に加え
て、新たに環境・安全・衛生に関する指導と教育が必要
であろう。高専における環境教育に関しては、廃液処理
装置を教材とした環境教育の試みや、学生及び教職員へ
の環境意識調査の実施に関する報告等がある24）－28）。こ
れらには環境に対する意識向上のための明確な方法論は
示されていないが、社会的な要請に応えられるように環
境への意識を高め、安全衛生の重要性を認識するための
様々な取り組みが必要であることを示唆している。
近年、問題解決や目的達成の手法として、部門横断的
な組織形態をとる事例が報告されており、安全管理シス
テムについても業務全体を俯瞰的かつ一元的な視点で見
ることが必要とされる29）。本稿で取り上げている環境・
安全・衛生に関しても、既存組織の枠組みを超えた新た
な管理体制の在り方を再検討することが不可欠と考えら
れる。環境・安全・衛生については、法人化以降に本格
的に取り組み始めた課題であるため、全学的に一元化さ
れた効率的な業務管理体制が行われている訳ではないこ
とが指摘されている30）。これまでに挙げてきたような環
境・安全・衛生という組織全体に係わる共通の課題解決
のために組織全体の機能と能力を高め、迅速に課題を解
決する部門横断的な業務形態を形成することが求められ
る。このことによって、各部門ごとに有する知識や手法、
情報を共有し、それらを有効に活用することが可能にな
る。社会的な重要課題である環境・安全・衛生を重視す
る姿勢に立って、適切な管理・運営のための組織体制や
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THE  GUNMA-KOHSEN  REVIEW, No. 26, 200728
群馬高専レビュー・№26（2007）
システムを構築することが必要であろう31）。
４．結言
環境・安全・衛生面への対応について、多くの資料・
報告書等をもとにして物質工学系における現状と他高専
等での取り組み状況を報告すると共に、今後の課題につ
いて検討を行った。環境・安全・衛生上の問題について
は、実際に薬品等を使用して実験や研究を行う当事者だ
けでなく、事業者や施設・設備管理者、衛生管理者等の
有資格者等、多くの者が係わっている。これら関係者が
問題意識を共有し、互いに歩み寄って知恵を出し合い、
各自の役割分担を明確にして各々の責任を果たすこと
で、環境・安全・衛生への適切な対応が可能になるであ
ろう。また、関係者個人の注意や努力、緊急的な対応に
は限界があることから、環境・安全・衛生への対応は関
係者個々人の意識向上のみに頼るのではなく、組織的な
安全対策と管理運営体制の構築が必要である。これらの
課題については、本校を取り巻く環境の変化に応じた新
しい仕組みと体制作りを進めることにより、適正かつ迅
速な対応を実施することが求められている。環境・安
全・衛生上の問題については社会的な関心も高く、今後、
PRTR法等の他の規制についても対応が求められること
が予想される。これらの事案についても、各関係方面に
おける具体的かつ詳細な検討が行われ、適切な対応がな
されることを期待する。
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Correspondence to Environment, Safety and Health
in Chemistry and Materials Science
Shinsuke HOSHII, Kazuo OGINO, Keiko YAMAMICHI, Hiroo TOI
National colleges of technology were organized into independent administrative institutions in April 2004. All staffs
of college need to perform appropriate correspondence to environment, safety and health （ESH）, because the
industrial safety and health law are enforced. This paper describes correspondence to ESH in chemistry and materials
science. The purpose of this report is examination of details of management of chemical reagent, waste water treatment
and safety-health. The present status and matters also inspect. Management of chemical reagent and waste water
treatment are carried out according to official regulations of gunma national college of technology. The knowledge of
ESH is important for all members of college. Environmental education and total management system of ESH will be
necessary to solve issues.
